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(57)【要約】
【課題】
【解決手段】本発明は、ａ）第１アクリル系樹脂層、およびｂ）前記ａ）第１アクリル系
樹脂層の少なくとも１面に積層され、アクリル系樹脂および前記アクリル系樹脂１００重
量部に対しゴム成分１～２０重量部を含有した第２アクリル系樹脂層を含む位相差フィル
ムを提供する。本発明に係る位相差フィルムは、光学的透明性、ヘイズ、脆性、機械的強
度、耐熱性などの耐久性に優れる。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ａ）第１アクリル系樹脂層、および
　ｂ）前記ａ）第１アクリル系樹脂層の少なくとも１面に積層され、アクリル系樹脂およ
び前記アクリル系樹脂１００重量部に対しゴム成分１～２０重量部を含有した第２アクリ
ル系樹脂層
　を含む位相差フィルム。
【請求項２】
　前記ａ）第１アクリル系樹脂層およびｂ）ゴム成分を含有した第２アクリル系樹脂層の
ガラス転移温度（Ｔg）は１００～２５０℃であることを特徴とする、請求項１に記載の
位相差フィルム。
【請求項３】
　前記ａ）第１アクリル系樹脂層のガラス転移温度（Ｔg）およびｂ）ゴム成分を含有し
た第２アクリル系樹脂層のガラス転移温度（Ｔg）の温度差は０～３０℃であることを特
徴とする、請求項１に記載の位相差フィルム。
【請求項４】
　前記ａ）第１アクリル系樹脂層およびｂ）ゴム成分を含有した第２アクリル系樹脂層の
うちのアクリル系樹脂の含有量は各々４０～９９重量％であることを特徴とする、請求項
１に記載の位相差フィルム。
【請求項５】
　前記ａ）第１アクリル系樹脂層およびｂ）ゴム成分を含有した第２アクリル系樹脂層の
うちのアクリル系樹脂を形成するアクリル系単量体は、メチルメタクリレート、エチルメ
タクリレート、プロピルメタクリレート、ｎ－ブチルメタクリレート、ｔ－ブチルメタク
リレート、シクロヘキシルメタクリレート、ベンジルメタクリレート、メトキシエチルメ
タクリレート、エトキシエチルメタクリレート、ブトキシメチルメタクリレート、ヒドロ
キシエチルメタクリレートおよびこれらのオリゴマーからなる群から選択されることを特
徴とする、請求項１に記載の位相差フィルム。
【請求項６】
　前記ａ）第１アクリル系樹脂層またはｂ）ゴム成分を含有した第２アクリル系樹脂層は
、アクリル系単量体を含み、かつスチレン系単量体、無水マレイン酸系単量体およびマレ
イミド系単量体からなる群から選択された１種以上を共単量体として含むアクリル系共重
合体を含むことを特徴とする、請求項１に記載の位相差フィルム。
【請求項７】
　前記アクリル系共重合体内のスチレン系単量体の含有量は１～６０重量％であることを
特徴とする、請求項６に記載の位相差フィルム。
【請求項８】
　前記アクリル系共重合体内の無水マレイン酸系単量体またはマレイミド系単量体の含有
量は３～３０重量％であることを特徴とする、請求項６に記載の位相差フィルム。
【請求項９】
　前記ａ）第１アクリル系樹脂層またはｂ）ゴム成分を含有した第２アクリル系樹脂層は
、ＵＶ吸収剤、可塑剤、およびリタデーション上昇剤からなる群から選択された少なくと
も１種の添加剤を含むことを特徴とする、請求項１に記載の位相差フィルム。
【請求項１０】
　前記ＵＶ吸収剤は、トリアジン系ＵＶ吸収剤、トリアゾール系ＵＶ吸収剤、およびＨＡ
ＬＳ系ＵＶ吸収剤からなる群から選択されることを特徴とする、請求項９に記載の位相差
フィルム。
【請求項１１】
　前記可塑剤は、リン酸エステル系可塑剤またはカルボン酸エステル系可塑剤であること
を特徴とする、請求項９に記載の位相差フィルム。
【請求項１２】
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　前記リタデーション上昇剤は、トランス－スチルベン、ジフェニルアセチレン、トラン
ス，トランス－１，４－ジフェニル－１，３－ブタジエン、ビフェニル、フッ素、ジベン
ゾフラン、２，７－ジブロモフルオレン、カルバゾール、およびＮ－ビニルカルバゾール
からなる群から選択されることを特徴とする、請求項９に記載の位相差フィルム。
【請求項１３】
　前記ａ）第１アクリル系樹脂層の厚さは２～１００μｍであることを特徴とする、請求
項１に記載の位相差フィルム。
【請求項１４】
　前記ｂ）ゴム成分を含有した第２アクリル系樹脂層のゴム成分は、屈折率が１．４８０
～１．５５０であるゴムまたはゴム－アクリル系グラフト型コア－シェル（ｃｏｒｅ－ｓ
ｈｅｌｌ）ポリマーであることを特徴とする、請求項１に記載の位相差フィルム。
【請求項１５】
　前記ゴム成分は、アルキルアクリレート、シリコン系、およびジエン系からなる群から
選択されることを特徴とする、請求項１４に記載の位相差フィルム。
【請求項１６】
　前記ゴム－アクリル系グラフト型コア－シェルポリマーは、ブタジエンまたはブチルア
クリレート－スチレン共重合体基盤のゴムをコアとし、ポリメチルメタクリレートまたは
ポリスチレンをシェルとする粒子であることを特徴とする、請求項１４に記載の位相差フ
ィルム。
【請求項１７】
　前記ｂ）ゴム成分を含有した第２アクリル系樹脂層の厚さは２～５０μｍであることを
特徴とする、請求項１に記載の位相差フィルム。
【請求項１８】
　前記位相差フィルムの合計厚さは４～２００μｍであることを特徴とする、請求項１に
記載の位相差フィルム。
【請求項１９】
　前記位相差フィルムの下記数学式１で示される面内位相差（Ｒin）は５０～２５０ｎｍ
であり、下記数学式２で示される厚さ方向位相差（Ｒth）は５０～２５０ｎｍであること
を特徴とする、請求項１に記載の位相差フィルム：
　［数学式１］
　Ｒin＝（Ｎx－Ｎy）×ｄ
　［数学式２］
　Ｒth＝（Ｎz－Ｎy）×ｄ
　前記数学式１および数学式２において、Ｎxは延長方向の面内屈折率であり、Ｎyは延長
方向に対して垂直な方向の面内屈折率であり、Ｎzは厚さ方向の屈折率であり、ｄはフィ
ルムの厚さである。
【請求項２０】
　前記位相差フィルムは、ａ）第１アクリル系樹脂層の両面にｂ）ゴム成分を含有した第
２アクリル系樹脂層が積層される３層構造の位相差フィルムであることを特徴とする、請
求項１に記載の位相差フィルム。
【請求項２１】
　１）ａ）第１アクリル系樹脂層を含み、前記ａ）第１アクリル系樹脂層の少なくとも１
面にｂ）アクリル系樹脂および前記アクリル系樹脂１００重量部に対しゴム成分１～２０
重量部を含有した第２アクリル系樹脂層が積層されたフィルムを製造するステップ、およ
び
　２）前記フィルムを延伸するステップ
　を含む位相差フィルムの製造方法。
【請求項２２】
　前記１）ステップのフィルムは押出成形法により製造されることを特徴とする、請求項
２１に記載の位相差フィルムの製造方法。
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【請求項２３】
　前記２）ステップの延伸時の延伸温度は８０～２５０℃であることを特徴とする、請求
項２１に記載の位相差フィルムの製造方法。
【請求項２４】
　請求項１の位相差フィルムを含む画像表示装置。
【請求項２５】
　前記画像表示装置は、液晶ディスプレイ（ｌｉｑｕｉｄ　ｃｒｙｓｔａｌ　ｄｉｓｐｌ
ａｙ）、フラットパネルディスプレイ（ｆｌａｔ　ｐａｎｅｌ　ｄｉｓｐｌａｙ）、およ
びプラズマディスプレイ（ｐｌａｓｍａ　ｄｉｓｐｌａｙ）からなる群から選択されるこ
とを特徴とする、請求項２４に記載の画像表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光学的透明性と耐久性に優れた多層構造の位相差フィルムとその製造方法、
およびこれを含む画像表示装置に関する。
【０００２】
　本出願は２００７年１２月２０日に韓国特許庁に提出された韓国特許出願第１０－２０
０７－０１３３９９３号の出願日の利益を主張し、その内容の全ては本明細書に含まれる
。
【背景技術】
【０００３】
　近来、光学技術の発展に伴い、従来のブラウン管を代替するプラズマディスプレイパネ
ル（ｐｌａｓｍａ　ｄｉｓｐｌａｙ　ｐａｎｅｌ、ＰＤＰ）、液晶ディスプレイ（ｌｉｑ
ｕｉｄ　ｃｒｙｓｔａｌ　ｄｉｓｐｌａｙ、ＬＣＤ）などの色々な方式を利用したディス
プレイ技術が提案、市販されており、このようなディスプレイのためのポリマー素材はそ
の要求特性がより一層高度化している。例えば、液晶ディスプレイの場合、薄膜化、軽量
化、画面の大型化が進められることにより、広視野角化、高コントラスト化、視野角に応
じた画像色調変化の抑制、および画面表示の均一化が特に重要な問題となった。これによ
り、偏光フィルム、位相差フィルム、プラスチック基板、導光板などに色々なポリマーフ
ィルムが用いられており、特に広視野角化のための位相差フィルムを提供するために様々
な種類のポリマーを延長して位相差機能を付与したフィルムが提案されてきた。このよう
な位相差フィルムは単層構造だけでなく多層構造も提案されてきた。
【０００４】
　例えば、環状ポリオレフィン樹脂（ｃｙｃｌｉｃ　ｏｌｅｆｉｎ　ｐｏｌｙｍｅｒ、Ｃ
ＯＰ）を用いた方法が提案されている（日本特開２００１－３５００１７号公報（特許文
献１）、特開２００４－５１９２８号公報（特許文献２））。しかし、環状ポリオレフィ
ン樹脂は、他のフィルムなどの基材との接着性が落ちる問題点があり、延長による位相差
変化率が小さいために位相差フィルムとして十分な位相差が発生しない問題点がある。
【０００５】
　したがって、日本特許第２８８６８９３号（特許文献３）においては、メチルメタクリ
レート（ｍｅｔｈｙｌ　ｍｅｔｈａｃｒｙｌａｔｅ、ＭＭＡ）を主成分とし、スチレン（
ｓｔｙｒｅｎｅ）と無水マレイン酸（ｍａｌｅｉｃ　ａｎｈｙｄｒｉｄｅ）共重合体樹脂
を延長して位相差板として用いている。前記特許文献で明らかにしたように、アクリル系
樹脂を用いれば、透明で、ヘイズもなく、延伸によって位相差の発達も適切な位相差板を
製作することができた。
【０００６】
　しかし、前記特許文献で提案した通りに位相差フィルムを製造する場合、アクリル系樹
脂組成物の特性により、フィルムが脆い（ｂｒｉｔｔｌｅ）問題点が発生してフィルム加
工時にロールにおける不安定性が発生し、偏光子との接合が難しくなるなど、加工工程が
困難になる恐れがあるので位相差フィルムとしては用い難い問題点があった。
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【０００７】
　また、このようなアクリル系フィルムを積層して多層構造の位相差フィルムを提案した
ものとしては日本特開２００６－１９２６３７号（特許文献４）が挙げられる。前記特許
文献においては、スチレン系樹脂を中間層として用い、その両面にアクリル系樹脂を積層
して用いている。
【０００８】
　しかし、前記特許文献で提案した通りに中間層にスチレン－無水マレイン酸系共重合樹
脂を用い、両面にアクリル系ゴムを含有したアクリル系樹脂を用いれば、２層の間のガラ
ス転移温度（Ｔg）の差によって耐熱性に問題点があった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開２００１－３５００１７号公報
【特許文献２】特開２００４－５１９２８号公報
【特許文献３】特許第２８８６８９３号明細書
【特許文献４】特開２００６－１９２６３７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　本発明は前記課題を解決するために導き出されたものであり、その目的は、面内位相差
や厚さ方向位相差などの光学的特性に優れると同時に光学的透明性に優れ、脆いというア
クリル系フィルムの短所を解消し、加工性にも優れ、耐熱性などの耐久性にも優れた多層
構造の位相差フィルムを高生産性で提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明は、
　ａ）第１アクリル系樹脂層、および
　ｂ）前記ａ）第１アクリル系樹脂層の少なくとも１面に積層され、アクリル系樹脂およ
び前記アクリル系樹脂１００重量部に対しゴム成分１～２０重量部を含有した第２アクリ
ル系樹脂層
　を含む位相差フィルムを提供する。
【００１２】
　また、本発明は、
　１）ａ）第１アクリル系樹脂層を含み、前記ａ）第１アクリル系樹脂層の少なくとも１
面にｂ）アクリル系樹脂および前記アクリル系樹脂１００重量部に対しゴム成分１～２０
重量部を含有した第２アクリル系樹脂層が積層されたフィルムを製造するステップ、およ
び
　２）前記フィルムを延伸するステップ
　を含む位相差フィルムの製造方法を提供する。
【００１３】
　また、本発明は、前記位相差フィルムを含む画像表示装置を提供する。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明により、耐熱性、光学的透明性に優れ、ヘイズも少なく、脆性に優れ、機械的強
度に優れ、耐久性にも優れた多層構造のアクリル系位相差フィルムを高生産性で提供する
ことができる。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下、本発明をより詳細に説明すれば次の通りである。
【００１６】
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　本発明に係る位相差フィルムは、ａ）第１アクリル系樹脂層、およびｂ）前記ａ）第１
アクリル系樹脂層の少なくとも１面に積層され、アクリル系樹脂および前記アクリル系樹
脂１００重量部に対しゴム成分１～２０重量部を含有した第２アクリル系樹脂層を含む。
【００１７】
　本発明によれば、面内位相差や厚さ方向位相差などの光学的特性に優れると同時に光学
的透明性にも優れ、アクリル系フィルムの短所である脆いという問題を解決することがで
き、引張強度などの機械的強度にも優れるだけでなく、耐熱性にも優れた位相差フィルム
を加工性良く高生産性で提供することができる。また、ガラス転移温度が類似するフィル
ムを積層して作った多層構造の光学フィルムは高温にも安定しているので優れた耐熱性を
示す位相差フィルムを提供することができる。
【００１８】
　本発明に係る多層構造のフィルムは、単層構造のフィルムと比較した時、光学的物性が
損なわれることなく、脆いというアクリル系フィルムの短所を補完する別途の層を有する
ことにより、高い機械的強度を有する位相差フィルムを提供することができる。
【００１９】
　本明細書において、“アクリル系樹脂層”とは、アクリル系樹脂を４０重量％以上含む
樹脂層と定義する。
【００２０】
　以下、好ましい実施形態について詳細に説明するが、本発明をこのような実施形態に限
定しない。
【００２１】
　本発明に係る位相差フィルムにおいて、前記ａ）第１アクリル系樹脂層およびｂ）ゴム
成分を含有した第２アクリル系樹脂層はアクリル系樹脂を含む。
【００２２】
　前記ａ）第１アクリル系樹脂層およびｂ）ゴム成分を含有した第２アクリル系樹脂層の
ガラス転移温度（Ｔg）は１００～２５０℃であることが好ましく、１１０～２５０℃で
あることがより好ましい。ガラス転移温度（Ｔg）が１００℃以上であるアクリル系樹脂
層を含む位相差フィルムは優れた耐久性を有する。
【００２３】
　前記ａ）第１アクリル系樹脂層のガラス転移温度（Ｔg）およびｂ）ゴム成分を含有し
た第２アクリル系樹脂層のガラス転移温度（Ｔg）の温度差は０～３０℃であることが好
ましく、０～２０℃であることがより好ましい。前記温度差が３０℃を超過する場合には
、２層間の熱安定性の差によって耐熱性が低下する問題が発生する。
【００２４】
　前記位相差フィルムのａ）第１アクリル系樹脂層およびｂ）ゴム成分を含有した第２ア
クリル系樹脂層のうちのアクリル系樹脂の含有量は各々４０～９９重量％であることが好
ましく、５０～９８重量％であることがより好ましく、６０～９７重量％であることがさ
らに好ましい。前記アクリル系樹脂の含量が４０重量％未満である場合には、アクリル系
樹脂が本来有する高耐熱性、高透明性が十分に発現されず、アクリル系樹脂の含量が９９
重量％を超過する場合には、機械的強度が落ちる問題がある。
【００２５】
　本発明に係る位相差フィルムにおいて、前記ａ）第１アクリル系樹脂層およびｂ）ゴム
成分を含有した第２アクリル系樹脂層のうちのアクリル系樹脂を形成できるアクリル系単
量体としては次のようなものがある。メチルメタクリレート、エチルメタクリレート、プ
ロピルメタクリレート、ｎ－ブチルメタクリレート、ｔ－ブチルメタクリレート、シクロ
ヘキシルメタクリレート、ベンジルメタクリレート、メトキシエチルメタクリレート、エ
トキシエチルメタクリレート、ブトキシメチルメタクリレート、ヒドロキシエチルメタク
リレート、およびこれらのオリゴマーなどがその例である。
【００２６】
　前記ａ）第１アクリル系樹脂層およびｂ）ゴム成分を含有した第２アクリル系樹脂層に
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は、主成分であるアクリル系樹脂内にまたは別個の成分として他の成分が含まれ得る。ア
クリル系樹脂の機械的強度を高めるために、高いガラス転移温度（Ｔg）を有する樹脂、
例えば、スチレン系単量体、無水マレイン酸系単量体、マレイミド系単量体などを前記ア
クリル系単量体以外に追加の共単量体として含むことができ、スチレン－無水マレイン酸
共重合体であるＳＭＡなどを添加してブレンドすることができる。前記組成物の成分が３
個以上である場合には多元共重合体として製造することもできる。
【００２７】
　本発明に係る位相差フィルムにおいて、アクリル系樹脂内に含まれてもよい他の成分の
うちのアクリル系共重合体内のスチレン系単量体の含有量は１～６０重量％であることが
好ましく、５重量％超過３０重量％以下であることがより好ましい。また、アクリル系共
重合体内の無水マレイン酸系またはマレイミド系単量体の含有量は３～３０重量％である
ことが好ましく、３～１５重量％であることがより好ましい。
【００２８】
　また、前記ａ）第１アクリル系樹脂層およびｂ）ゴム成分を含有した第２アクリル系樹
脂層にはＵＶ吸収剤、可塑剤などの添加剤を追加することもできる。
【００２９】
　前記ＵＶ吸収剤は１種だけを用いることもでき、２種以上を共に用いることもでき、各
層において、中間層には含ませ、外郭層には含ませなかったり、全てを含ませたりするこ
ともできる。前記ＵＶ吸収剤の例としては、トリアジン系ＵＶ吸収剤、トリアゾール系Ｕ
Ｖ吸収剤、ＨＡＬＳ系ＵＶ吸収剤などが挙げられる。
【００３０】
　前記可塑剤の例としては、リン酸エステル系可塑剤、カルボン酸エステル系可塑剤など
が挙げられる。前記リン酸エステル系可塑剤としてはトリフェニルリン酸塩、トリブチル
リン酸塩などを用いることができ、前記カルボン酸エステル系可塑剤としてはジエチルフ
タレート、ジフェニルフタレートなどを用いることができる。
【００３１】
　前記ＵＶ吸収剤および可塑剤の他に位相差フィルムの位相差調節のためにリタデーショ
ン上昇剤をドープに添加することもできる。前記リタデーション上昇剤としては芳香環を
有する物質が主に用いられるが、芳香環の数は大きく制限されるものではないが、好まし
くは２～６個程度が適当である。例えば、トランス－スチルベン、ジフェニルアセチレン
、トランス，トランス－１，４－ジフェニル－１，３－ブタジエン、ビフェニル、フッ素
、ジベンゾフラン、２，７－ジブロモフルオレン、カルバゾール、Ｎ－ビニルカルバゾー
ルなどがアクリル系樹脂１００重量部に対し１０重量部まで用いられる。
【００３２】
　本発明に係る位相差フィルムにおいて、前記ａ）第１アクリル系樹脂層の厚さは２～１
００μｍであることが好ましいが、これだけに限定されるものではない。
【００３３】
　本発明に係る位相差フィルムにおいて、前記ａ）第１アクリル系樹脂層の少なくとも１
面に積層されるｂ）ゴム成分を含有した第２アクリル系樹脂層はアクリル系樹脂を主成分
とし、前記アクリル系樹脂１００重量部に対しゴム成分１～２０重量部を含有する樹脂層
である。
【００３４】
　前記ｂ）第２アクリル系樹脂層に含まれるゴム成分の含量はアクリル系樹脂１００重量
部に対し１～２０重量部であることが好ましく、１～１５重量部であることがより好まし
く、１～１０重量部であることがさらに好ましい。前記ゴム成分の含量が１重量部未満で
ある場合には、優れた機械的強度の発現が難しく、フィルムが脆いので加工工程上の問題
点が発生し、光学性能が十分に発現されない。その反面、前記ゴム成分の含量が２０重量
部を超過する場合には、アクリル系樹脂が本来有する高耐熱性、高透明性が十分に発現さ
れない問題があり、延伸工程でヘイズが発生するなどの加工上の問題が発生する。
【００３５】
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　アクリル系樹脂とゴム成分の屈折率が類似する場合に透明性に優れた熱可塑性樹脂組成
物を得ることができるため、前記ゴム成分はアクリル系樹脂と屈折率が類似する１．４８
０～１．５５０であるゴムまたはゴム－アクリル系グラフト型コア－シェル（ｃｏｒｅ－
ｓｈｅｌｌ）ポリマーなどのゴム成分であれば特に限定されない。例えば、ブチルアクリ
レートまたは２－エチルヘキシルアクリレートのようなアルキルアクリレートを用いるこ
とができ、ジメチルシロキサン、フェニルメチルシロキサンなどのシリコン系、ブタジエ
ン、イソプレンなどのジエン系なども用いることができる。ゴム－アクリル系グラフト型
コア－シェルポリマーとしてブタジエンまたはブチルアクリレート－スチレン共重合体基
盤のゴムをコアとし、ポリメチルメタクリレートまたはポリスチレンをシェルとする大き
さ５０～４００ｎｍの粒子なども用いることができる。
【００３６】
　本発明に係る位相差フィルムにおいて、前記ｂ）ゴム成分を含有した第２アクリル系樹
脂層の厚さは２～５０μｍであることが好ましく、位相差フィルムの総厚さは４～２００
μｍであることが好ましいが、これだけに限定されるものではない。
【００３７】
　本発明に係る位相差フィルムは、面内位相差（Ｒin）が５０～２５０ｎｍであり、厚さ
方向位相差（Ｒth）が５０～２５０ｎｍであることが好ましい。前記面内位相差（Ｒin）
および厚さ方向位相差（Ｒth）の定義は下記の通りである。
【００３８】
　［数学式１］
　Ｒin＝（Ｎx－Ｎy）×ｄ
　［数学式２］
　Ｒth＝（Ｎz－Ｎy）×ｄ
　 前記数学式１および数学式２において、Ｎxは延長方向の面内屈折率であり、Ｎyは延
長方向に対して垂直な方向の面内屈折率であり、Ｎzは厚さ方向の屈折率であり、ｄはフ
ィルムの厚さである
　本発明に係る位相差フィルムは、ａ）第１アクリル系樹脂層、および前記ａ）第１アク
リル系樹脂層の少なくとも１面にｂ）ゴム成分を含有した第２アクリル系樹脂層が積層さ
れた多層構造の形態を有する。前記位相差フィルムは、ａ）第１アクリル系樹脂層および
ｂ）ゴム成分を含有した第２アクリル系樹脂層が各々１層ずつ積層されてもよく、ａ）第
１アクリル系樹脂層およびｂ）ゴム成分を含有した第２アクリル系樹脂層のうちの少なく
とも１層が２層以上積層されてもよい。複数のａ）第１アクリル系樹脂層およびｂ）ゴム
成分を含有した第２アクリル系樹脂層が積層される場合には、位相差フィルムの外郭層は
ｂ）ゴム成分を含有した第２アクリル系樹脂層であることが好ましい。
【００３９】
　本発明に係る位相差フィルムは、ａ）第１アクリル系樹脂層の両面にｂ）ゴム成分を含
有した第２アクリル系樹脂層が積層される３層構造の位相差フィルムであることがより好
ましい。
【００４０】
　また、本発明に係る位相差フィルムの製造方法は、
　１）ａ）第１アクリル系樹脂層を含み、前記第１アクリル系樹脂層の少なくとも１面に
アクリル系樹脂および前記アクリル系樹脂１００重量部に対しゴム成分１～２０重量部を
含有した第２アクリル系樹脂層が積層されたフィルムを製造するステップ、および
　２）前記フィルムを延伸するステップ
　を含む。
【００４１】
　本発明に係る多層構造の位相差フィルムの製造方法において、前記アクリル系樹脂、ゴ
ム成分などを形成する物質は前述した通りである。
【００４２】
　本発明に係る位相差フィルムの製造方法において、前記１）ステップのアクリル系樹脂
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層の製造方法、アクリル系樹脂層を積層する方法などは特に制限されるものではなく、当
技術分野で知られた一般的な方法を適用することができる。
【００４３】
　前記位相差フィルムの製造方法として具体的な一実施例は押出成形法などが挙げられる
が、これだけに限定されるものではない。
【００４４】
　押出成形法によるフィルムは次のように製造することができる。樹脂を真空乾燥してゴ
ム成分やその他添加剤を追加し、高温の押出機で溶融して原料ペレットを得、得られた原
料ペレットを押出機で溶融、コートハンガータイプのＴ－ダイ（Ｔ－ｄｉｅ）に通過させ
、クロムメッキキャスティングロールおよび乾燥ロールなどを経てフィルムを製造するこ
とができる。
【００４５】
　また、アクリル系樹脂層を積層する方法は、それぞれのアクリル系樹脂層が押出された
直後に貼り合わせてもよく、それぞれのアクリル系樹脂層を製造した後、別途にアクリル
系樹脂層を貼り合わせるステップを経てもよく、例えば前記貼り合わせは加熱および／ま
たは加圧の条件で２個の対向するモールドの間に通過させる方法を利用してもよいが、こ
れらだけに限定されるものではない。
【００４６】
　本発明に係る位相差フィルムは、前記２）ステップの延伸処理を通じて所望の位相差を
得ることができる。延伸工程は、縦方向（ＭＤ）延長、横方向（ＴＤ）延伸を各々行って
もよく、全てを行ってもよい。縦方向と横方向の全てを延伸する場合には、いずれか一方
を先に延伸した後に他の方向に延伸してもよく、２つの方向を同時に延伸してもよい。延
伸は、１段階で延伸してもよく、多段階にかけて延伸してもよい。前記延伸工程における
延伸温度は用いる樹脂の組成によって異なるが、通常、８０～２５０℃、好ましくは１０
０～２００℃、特に好ましくは１２０～１８０℃である。
【００４７】
　前記延伸工程において、延伸倍率は、縦方向は１～５倍、好ましくは１～３倍、特に好
ましくは１～２倍である。横方向は１～５倍、好ましくは１～３倍、特に好ましくは１～
２倍である。このような延伸を通じ、面内位相差５０～２５０ｎｍ、厚さ方向位相差５０
～２５０ｎｍの位相差フィルムを得ることができる。
【００４８】
　また、本発明は、前記位相差フィルムを含む画像表示装置を提供する。
【００４９】
　本発明に係る多層構造の位相差フィルムは光学特性および耐久性に優れるという点で光
学用のフィルムに用いられ、具体的には、液晶ディスプレイ（ｌｉｑｕｉｄ　ｃｒｙｓｔ
ａｌ　ｄｉｓｐｌａｙ）、フラットパネルディスプレイ（ｆｌａｔ　ｐａｎｅｌ　ｄｉｓ
ｐｌａｙ）、プラズマディスプレイ（ｐｌａｓｍａ　ｄｉｓｐｌａｙ）の透明な光学フィ
ルムとして用いられ、特に優れた複屈折率、位相差機能を有するため、液晶ディスプレイ
の位相差フィルムの用途として好ましく用いられる。
【実施例】
【００５０】
　以下、本発明を下記実施例によって詳細に説明する。但し、下記実施例は本発明を例示
するだけであって、本発明の内容が下記実施例に限定されるものではない。また、本発明
の測定値は以下の分析法によって評価されたものである。
【００５１】
　（ガラス転移温度）
　ガラス転移温度は、Ｍｅｔｔｌｅｒ　Ｔｏｌｅｄｏ社のＤＳＣ（Ｄｉｆｆｅｒｅｎｔｉ
ａｌ　ｓｃａｎｎｉｎｇ　ｃａｌｏｒｉｍｅｔｅｒ、ｍｏｄｅｌ　ＤＳＣ　８２３０）を
利用して１０℃／分の速度で２５０℃までに昇温して測定した。
【００５２】
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　（耐熱性）
　位相差フィルムの耐熱性は、８０℃のオーブンで１００時間経過後のフィルムの外観状
態を確認した。
【００５３】
　（位相差）
　フィルムの位相差は、ＡｘｏＳｃａｎTM（Ａｘｏｍｅｔｒｉｃｓ社）を利用して延長方
向とその垂直方向に－５０°から＋５０°まで１０°間隔で測定した。面内位相差および
厚さ方向位相差は、各々、前記数学式１および数学式２のＲin（面内位相差）およびＲth

（厚さ方向位相差）と定義される。
【００５４】
　（透過度）
　透過度、フィルムを幅、長さ、各々、４０ｍｍに切断して、Ｎ＆Ｋ　Ａｎａｌｙｚｅｒ
（ｍｏｄｅｌ　１２８０、Ｎ＆Ｋ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ社）を利用して測定した。２０
０ｎｍから９００ｎｍまで測定した後、４００ｎｍから８００ｎｍまでの平均値を記録し
た。
【００５５】
　（ヘイズ）
　ヘイズは、Ｍｕｒａｋａｍｉ　Ｃｏｌｏｒ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｌａｂｏｒａｔｏｒｙ
社のヘイズメータ（ｍｏｄｅｌ　ＨＲ－１００）を利用して波長５５５ｎｍにおいて測定
した。
【００５６】
　（引張強度）
　引張強度は、Ｚｗｉｃｋ／Ｒｏｅｌｌ社のＵＴＭ（Ｕｎｉｖｅｒｓａｌ　ｔｅｓｔｉｎ
ｇ　ｍａｃｈｉｎｅ、ｍｏｄｅｌ　Ｚ０１０）を利用し、室温、相対湿度５０％において
測定した。試片は幅１０ｍｍで製作し、引張速度１００ｍｍ／分で測定した。
【００５７】
　＜実施例１＞
　メチルメタクリレート７４重量％、無水マレイン酸１１重量％、スチレン１５重量％で
あるアクリル系樹脂を押出成形して第１層の６０μｍのフィルムを製造し、メチルメタク
リレート７５重量％、無水マレイン酸１１重量％、スチレン１４重量％であるアクリル系
樹脂１００重量部に対し、ブチルアクリレート－メチルメタクリレート樹脂グラフト型コ
ア－シェルポリマー１０重量部を添加して厚さ２０μｍのフィルムを製造し、これを第２
、３層とし、２－１－３層からなる多層フィルムを製作した。この多層フィルムを１２０
℃で１００％延伸して厚さ６０μｍの位相差フィルムを製作した。この位相差フィルムの
面内位相差は１４５ｎｍ、厚さ方向位相差は１５０ｎｍであり、８０℃で１００時間耐熱
性評価を経た時に外観上に別に問題点は見られなかった。
【００５８】
　＜実施例２＞
　メチルメタクリレート８０重量％、無水マレイン酸８重量％、スチレン１２重量％であ
るアクリル系樹脂を押出成形して第１層の４０μｍのフィルムを製造し、メチルメタクリ
レート９０重量％、無水マレイン酸３重量％、スチレン７重量％であるアクリル系樹脂１
００重量部に対し、ブチルアクリレート－メチルメタクリレート樹脂グラフト型コア－シ
ェルポリマー１５重量部を添加して厚さ２０μｍのフィルムを製造し、これを第２、３層
とし、２－１－３層からなる多層フィルムを製作した。この多層フィルムを１１０℃で１
００％延伸して厚さ５０μｍの位相差フィルムを製作した。この位相差フィルムの面内位
相差は１１０ｎｍ、厚さ方向位相差は１２０ｎｍであり、８０℃で１００時間耐熱性評価
を経た時に外観上に別に問題点は見られなかった。
【００５９】
　＜実施例３＞
　メチルメタクリレート７４重量％、無水マレイン酸１１重量％、スチレン１５重量％で
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あるアクリル系樹脂を押出成形して第１層の６０μｍのフィルムを製造し、メチルメタク
リレート７４重量％、無水マレイン酸１１重量％、スチレン１５重量％であるアクリル系
樹脂１００重量部に対し、ブタジエン－メチルメタクリレート樹脂グラフト型コアーシェ
ルポリマー１０重量部を添加して厚さ２０μｍのフィルムを製造し、これを第２、３層と
し、２－１－３層からなる多層フィルムを製作した。この多層フィルムを１２０℃で１０
０％延伸して厚さ５５μｍの位相差フィルムを製作した。この位相差フィルムの面内位相
差は１３５ｎｍ、厚さ方向位相差は１４０ｎｍであり、８０℃で１００時間耐熱性評価を
経た時に外観上に別に問題点は見られなかった。
【００６０】
　＜実施例４＞
　ヒドロキシエチルメタクリレート８０重量％、無水マレイン酸８重量％、スチレン１２
重量％であるアクリル系樹脂を押出成形して第１層の４０μｍのフィルムを製造し、ヒド
ロキシエチルメタクリレート９０重量％、無水マレイン酸３重量％、スチレン７重量％で
あるアクリル系樹脂１００重量部に対し、ブチルアクリレート－メチルメタクリレート樹
脂グラフト型コア－シェルポリマー１５重量部を添加して厚さ２０μｍのフィルムを製造
し、これを第２、３層とし、２－１－３層からなる多層フィルムを製作した。この多層フ
ィルムを１１０℃で１００％延伸して厚さ５２μｍの位相差フィルムを製作した。この位
相差フィルムの面内位相差は１０５ｎｍ、厚さ方向位相差は１１５ｎｍであり、８０℃で
１００時間耐熱性評価を経た時に外観上に別に問題点は見られなかった。
【００６１】
　＜比較例１＞
　メチルメタクリレート３０重量％、無水マレイン酸１０重量％、スチレン６０重量％で
あるアクリル系樹脂を押出成形して単層で１００μｍのフィルムを製造し、１４０℃で１
００％延伸して厚さ６０μｍの位相差フィルムを製作した。延伸する時にクラック（ｃｒ
ａｃｋ）が発生し、ひび割れる現象が発生した。この位相差フィルムの面内位相差は１２
０ｎｍ、厚さ方向位相差は１３０ｎｍであり、８０℃で１００時間耐熱性評価を経た時、
発生したクラック（ｃｒａｃｋ）とひび割れ現象がより悪化した。
【００６２】
　＜比較例２＞
　メチルメタクリレート３０重量％、無水マレイン酸１０重量％、スチレン６０重量％で
あるアクリル系樹脂を押出成形して第１層の５０μｍのフィルムを製造し、２５μｍ厚さ
のメチルメタクリレートフィルムを第２、３層とする多層フィルムを製作し、２－１－３
層からなる多層フィルムを製造した。この多層フィルムを１３０℃で１００％延伸して厚
さ５０μｍの位相差フィルムを製作した。延伸する時、クラック（ｃｒａｃｋ）、シワが
発生し、ヘイズも増加した。この位相差フィルムの面内位相差は１３０ｎｍ、厚さ方向位
相差は１３０ｎｍであり、８０℃で１００時間耐熱性評価を経た時に、フィルムが曲げら
れ、つぶれ現象も発生した。
【００６３】
　＜比較例３＞
　スチレン樹脂を押出成形して第１層の５０μｍのフィルムを製造し、メチルメタクリレ
ート７５重量％、無水マレイン酸１０重量％、スチレン１５重量％であるアクリル系樹脂
１００重量部に対し、ブチルアクリレート－メチルメタクリレート樹脂グラフト型コア－
シェルポリマー１５重量部を添加して厚さ１５μｍのフィルムを製造し、これを第２、３
層とし、２－１－３層からなる多層フィルムを製作した。この多層フィルムを１３０℃で
１００％延伸して厚さ４０μｍの位相差フィルムを製作した。延伸したフィルムの外観は
良好であった。この位相差フィルムの面内位相差は１４０ｎｍ、厚さ方向位相差は１４０
ｎｍであり、８０℃で１００時間耐熱性評価を経た時、フィルムが捩じられ、曲げ現象が
多く発生した。
【００６４】
　前記実施例１～４の実験結果は下記表１に示し、比較例１～３の実験結果は下記表２に
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示す。
【００６５】
【表１】

【００６６】

【表２】

【００６７】
　ＭＭＡ：メチルメタクリレート（Ｍｅｔｈｙｌ　ｍｅｔｈａｃｒｙｌａｔｅ）、
　ＨＥＭＡ：ヒドロキシエチルメタクリレート（Ｈｙｄｒｏｘｙｅｔｈｙｌ　ｍｅｔｈａ
ｃｒｙｌａｔｅ）
　ＭＡＨ：無水マレイン酸（Ｍａｌｅｉｃ　ａｎｈｙｄｒｉｄｅ）、
　ＳＴ：スチレン（Ｓｔｙｒｅｎｅ）、
　ＢＡ：ブチルアクリレート（Ｂｕｔｙｌ　ａｃｒｙｌａｔｅ）。
【００６８】
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　ＢＵ：ブタジエン（Ｂｕｔａｄｉｅｎｅ）
　前記表１の結果から、本願発明による多層構造のアクリル系位相差フィルムは耐熱性、
光学的透明性に優れ、ヘイズも少なく、脆性に優れ、機械的強度に優れ、耐久性にも優れ
ることが分かる。
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